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　デジタルコンテンツ市場環境変化に関する研究
によると、本来、映像コンテンツはDVDレンタ
ルだったり、ポータルサイト、TSUTAYA等、
色々な流通系を通して配信されていました．それ
から、動画を流すニコニコ動画、YouTube、ソ
フトバンクなどの動画共有系がもう今は当たり前
になって使われてきています．このコンテンツ配
信が集約しているところは、テレビとか固定のも
のから動くもの、モバイルに変わったというとこ
ろが一番大きなところだと思います．図の真ん
中のところにある、携帯電話からスマートフォ
ン、タブレットがありますが、ここが大きく変
わったこと、特にソフトがたくさん取り込むこと
が出来るスマートフォンやタブレットの進化が、
その図の中で見ていただければ、インフラ系から

の固定テレビへの流れ、それから、まさにApple
がApple TVからスマートフォン、PCのほうに
いろんな音楽も流せるように、それから画像も流
せるようになったことです．今までのコンテンツ
業界は、音楽、書籍、アニメなどは、テレビや書
店などの流通業者を通じてビジネスを行っていま
した．新しく作られてきたコンテンツであっても
流通の仕組みは同じでした．Apple社は、iPod、
iPhone、iPadなどのハードウェアを開発し、デ
ジタルコンテンツを配信、販売できる画期的なプ
ラットフォームを構築しました．いつでも、どこ
でもどれだけでも好きなコンテンツを手に入れ、
決済もできるデジタルコンテンツのフィンテック
化が進んだことになります．

FinTechによる新しい金融サービスの流れ
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　次は、テクノロジーの歴史とフィンテックサー
ビスの流れを見ることにしましょう．
　フィンテックサービスの背景にある大きな変化
とは、データのクラウド化、APIでデータの加工、
それから、利用コスト、サービスにかかる費用が
非常に安くなったということ．スマーフォン、タ
ブレットの進化でアプリがどこにでも取り込め、
いつでも情報にアクセスできるようになったとい
うことが言えるかと思います．金融界でも非常に
アンバンドリング化が進んできており、色々な
サービスが、一体提供型から小さい個々のものと
して提供できるということになってきていると思
います．テクノロジーを見ていただければ、イン
ターネットから始まって、ビッグデータ、現在、
人工知能の話がかなり出てきています．それから、
ブロックチェーン等の話もどんどん進化してきて
います．それと同時に、社会動向として、マイク
ロファイナンスの部分、Eコマース、そういった
ものがSNSを通してだんだん大きな流れになっ
てきています．特にミレニアル世代になりますけ
れども、ミレニアル世代は、今、アメリカでも
9,000万人いると言われています．この層がデジ
タルで育った時代です．そういった人たちが、こ
れからどういった購買行動に行くか．特に金融に
対してもかなり考え方が変わってきています．そ
の中で、ここにフィンテックとある中に、オンラ
イン決済、それから、ソーシャルレンディング、

それからネット銀行とか証券、それから家計簿の
サービスなどがあり、クラウドをベースにデータ
をどんどん飛ばしながらこれらのフィンテックの
サービスが進んできているということになります．

　フィンテック企業による影響では、伝統的な金
融機関に対して、ここに「破壊型」と「共生型」
と両方書いてあります．「破壊型」というのは、今、
アメリカの中でもいろんな金融機関がこういった
フィンテックの企業から攻撃を受けてきている．
2015年のバンクオブアメリカのレポートにより
ますと、金融、それから法務の分野で従事してい
る人達のうち、2,500万人ぐらい仕事をなくす可
能性があるというレポートが出ています．それか
ら、今年、シティバンクで今後10年間欧米の銀
行員が3割ぐらい仕事を奪われるといったような
レポートが出てきています．これが俗に言われて
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いる「破壊型」のフィンテック企業と呼ばれると
ころになってきています．実際、今までいろんな
フィンテック企業が起こってきていますが、特に
やはり「破壊型」がまず最初の入り口で、それか
ら、金融機関と一緒に共生していくといったよう
なフィンテックの企業が出てきているということ
になっていると思います．
　次に、ミレニアル世代にとっての金融サービス
とありますが、非常に面白いデータがアメリカに
あります．実は、いろんなサービスを受けていま
すが、その中でやはりミレニアル世代にとってど
ういった新しい金融サービスを入れたいかとい
うことで、ミレニアル・ディスラプション・イ
ンデックスによると、ミレニアル世代の73％が
従来の銀行のサービスよりもこういったGoogle、
Amazon、Appleが行う金融商品のサービスに興
味をそそられると言ったサーベイの結果が出てい
ます．そういった意味では、特にアメリカの中
で、先ほどこのミレニアル世代というのは9,000
万人以上おりますので、その辺のところをどうい
うふうにターゲットにしていくかが重要になるか
と思います．
　今、ミレニアル世代といっているのは、だいた
い1980年から2000年前半に生まれた人たちのこ
とを言っておりますし、そういった人たちはほと
んどもうデジタル、モバイルで育ってきたという
世代になるかというふうに思います．そういった
ところで、GoogleとかAmazonとかAppleといっ
た名前が既存の金融に取って代わるという危機感
も、今、出始めているということになります．

　ここでは、アメリカの主なフィンテック企業が
出ています．一番最後のところでLending Club
とかOndeckという名前がありますが、このよう
な企業がアメリカのニューヨーク証券取引所等で
上場しました．Lending Clubは、既に1兆円の市
場規模になったりもしています．なぜこういった
企業が出てきているかというと、やはり先ほど
色々と説明した金融の業務をアンバンドリングす
ると、個々に分けていくということでそれらの企

業が必要とされたのでしょう．98年に設立され
たPayPal、これはオンラインの決済．Mint、こ
れは金融口座とか決済カードの情報一元管理．そ
れから、Betterment、これはロボアドバイザー
です．これらは、よくアメリカでは知られていま
す．それ以外に、無担保のオンライン融資ですと
かクレジット決済、それから、クレジットカード
の集約ディバイス等で、いろんな情報を実はスマ
ホの中に取り込んで、そこからいろんな金融サー
ビスを受けるということが進んできています．

　ここにFin Tech Top10と書いてありますけれ
ども、これは去年KPMGとH2 Venturesという
ところが出したレポートです．世界のTop100 
フィンテック企業を選んでいます．非常に面白
いデータになっています．トップ100に選ばれ
た企業のうち、40社はアメリカ企業で、20社が
EMEA、18社がイギリスです．12社がアジア、
10社がオーストラリアとニュージーランドとい
うようになっています．それから、業務はという
と、Top100の25社はペイメントトランザクショ
ンです．所謂、支払いにかかわるフィンテックで
す．それから22社が融資にかかわるフィンテッ
ク．14社が運用と投資というふうになって、最
後の7社は保険業務を行うというものになってい
ます．ここの説明では、Top10ということで出
したんですけれども、見ていただければ、Zhong 
Anという会社がナンバー 1に選ばれ、これは中
国の保険会社です．それ以外にもう1社中国の会
社が入っています．それ以外には、イギリスと
中国の会社がそれぞれ2社、Top10に入っていま
す．アメリカで3社ということになっています．
この中には残念ながら日本のフィンテック企業は
1社も選ばれていません．ここで私が言いたいこ
とは、やはりフィンテックというカギは、日本だ
けの業務ではなくて、やはりグローバルで戦える
モデルが必要になってくるということかと思いま
す．
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　これは金融サービスの全体像とフィンテック
サービスの例ということです．金融、特に規制分
野と規制外分野ということでだいたい7つに分け
ていますけど、だいたいここが今のフィンテック
サービスの、海外で起こっていることも含めて、
ほぼ網羅できているのかなと思います．特に融資
のところでは、ソーシャルレンディングとクラウ
ドファンディング、決済ではモバイル決済、オン
ライン決済、送金ではオンライン送金とP2Pで
の送金、それから投資のところではロボアドバイ
ザー、オンライン証券というような形になってい
ます．それ以外のところで実際に情報管理、これ
は皆さんもFPの方も見られたことあると思いま
すけれども、家計簿サービスですとか顧客管理と
いったものがあるかと思いますし、業務に関して
は会計・労務サービス、データ分析等が行われま
す．それ以外、仮想通貨ということでビットコイ
ンなどもありますけれど、こういったところが全
体のフィンテックサービスということでとらえら
れているのかなと思います．
　ここで見ていただいた①から⑦という業務につ
いてそれぞれ説明がありますので、その内訳を見
ていけばと思います．

　融資のフィンテックサービス、これはもうソー
シャルレンディングというふうに言われています
けれども、融資については一般的な与信判断材料
を集めるというところから始まると思います．従
来と新規で何が違うかというと、今までの与信は
過去のデータですね．常に過去のデータを使って
積み上げてきたというクレジットヒストリーとい
うことになります．そして、データ収集したもの
にスコアリングをつけて与信の判断をしてきた
ということになりますけれども、新しくSNSの
中にあるデータですとか、それ以外に先ほどの
PFMですとか会計データ、それからEコマース
ですね、こういったデータを直接吸い上げて、こ
の人の今の購買力の強さ、信用力の強さがどうか
ということでレーティングを付けるということに
なります．そういったところが、今言われている
ビッグデータを蓄積して判断して自動的に与信を
出していくということになります．そういったと
ころが新しい融資にかかわるフィンテックのサー
ビスということになってきております．
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　それから、決済のフィンテックに関しては、モ
バイル決済ということで、今まで業者はかなりこ
ういったモバイル決済をするにあたって、決済の
ための機材を購入して、クレジットカードで購入
された顧客との決済プロセスを行うということ
だったかと思います．そういった意味で、業者側
にとってプロセスの手数料が高いカードは使いた
くないとか、キャッシュの回収が1カ月以上かか
るということで、業者側にとっては非常に使い勝
手が悪かったはずです．特に決済を導入するため
の厳しい審査プロセスもあったかと思います．業
者以外のレストランなんかもそうだと思います．
今回、簡単にオンラインで審査ができて、専用リー
ダーとかそういったものが本当に簡単なもので決
済の手数料も非常に低いということ、それからお
客さまの持っているスマートフォン、タブレット
の端末を含めて決済が可能になってきています．
今、レストランに行くと、モバイル決済のレスト
ラン支払いがクレジットカードでできるようにレ
ストラン側も変わってきていると思います．その
ような簡単なクレジット支払が可能で、レストラ
ン側にとって、最短で翌日キャッシュが入ってく
るというようなことも実際にモバイル決済として
起こってきております．
　それから、送金という部分では、今まで実際に
窓口に行ったり、もしくは、オンラインで受付を
行って全銀ネットもしくはSWIFTを使って国内
外に送金を行ってきたということになります．こ
こに書いてあるように、特に海外の送金手数料は
5％とかなり高ったわけです．フィンテックでは
サービスの受付を全てオンラインで完結して、す
べて送金したい人と欲しい人がマッチングをされ
るということ、特に日本とアメリカの場合、円と
ドルの場合、アメリカから日本に円を送りたい人、
それから、こちらからアメリカにドルを送りたい
人ですね、そういった人のマッチングをさせて瞬
時に送金を完了させるという事になります．特に、
いったん受けた後、国内ネット銀行間で送金する
と手数料がかからないということもあります．国
内だけではなくて海外へのフィンテックでの送金
でコストが下がるということにもなっているわけ
です．
　それから、次にロボアドバイザーの利用の流れ
です．これは、この後、色々な話が出てくるかと
思いますけれども、投資にフィンテックを利用し
ているいい例です．投資家の情報の収集、それか
ら、ポートフォリオの作成をして、とにかく金
融商品、費用の安いETFを使っての運用ですね．
そして、ビッグデータと人工知能を使った運用の
提案ということがあります．その結果として当然
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コストも下がってきます．私が見ていると日本で
だいたいやっている企業は、最低運用投資額もあ
りますが1％前後の手数料を取っているかと思い
ます．アメリカではもう、そうですね、0.15％～
0.3％ぐらいまで実は手数料は下がっていますの
で、将来そういったところまでいかに手数料が下
げられるかというところになるかと思います．
　それから、情報管理のフィンテックサービスで
すね．従来家計簿管理が紙やPCなどでの手作業
での管理がありましたけれども、こういったとこ
ろもパーソナルファイナンスマネジメントという
ようなツールが今は出てきておりますので、モバ
イルでも簡単に管理でき、今日本でもZaimとか
Dr.WalletとかMoneytree、マネーフォワードと
か、そういったものを使いながら情報管理をでき
るようにもうなってきております．
　それから、業務支援のフィンテックサービスと
いうことで、クラウド会計です．フィンテックに
よるクラウド会計は、モバイル対応、企業側も会
計をクラウドベースで全部ウェブベースで全部吸
い上げるというような形で完結し、非常にコスト
が安くなってきています．数百円から月額使える
ようになったりもしています．
　それから、仮想通貨ということでビットコイ
ン、こういったところもあります．これは色々な
問題もあったかと思いますけれども、法律のとこ
ろもまだクリアではなくて、普通の通貨とか電子
マネーとか有価証券とはちょっと違った位置づけ
にまだなっております．
　フィンテックがもたらす個人への影響というこ
とで、ここに金融サービスが身近になるというこ
とでここにまとめてありますけれども、選択肢が
増える、金融サービスの選び方が変わる、それか
ら、サービスに対する守り方が変わるということ
が挙げられます．先ほどのコンテンツのデジタル
化等も含めて、いつでもどこでもどれだけでも
サービスを受けられることができる、というのが
コンテンツ業界も進んで今当たり前になっていま
す．映画を見るときも、携帯でみんな若い子たち
は見ています．ということは、将来やはり金融サー
ビスを携帯で、いつでもどこでもどれだけでもと
いうような概念が、今後の若い人たちに対しては
もっともっと柔軟に対応していく必要があるのか
なというふうに思います．
　ここからちょっと銀行のリテール商品の戦略等
ということでまとめておりますけれども、今まで
はバンドルといういろんなサービスを一つ提供し
ていたのが、先ほど言ったようにアンバンドルさ
れて一つひとつの業務に対して個人が携帯、スマ
ホを使って、もしくは、iPadを使ってサービス
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が受けられるようになってきていますので、金融
機関自体がそういったアンバンドル化に対して戦
うだけではなくて、一緒にやっていく必要がある
かと思います．先ほど、攻撃的なフィンテック企
業、それから共生、とありましたけども、金融機
関としてはやはり共生的な部分をこれからも探っ
ていかなければいけないと思います．
　ここの3つの図表は同じようなものですが、製
販一体型と顧客体験型金融機関ということであり
ます．これはやはり皆さんのニーズを吸い上げて、
どういうふうに商品に、もしくは、サービスに反
映していくかというのは、やはり今まで製販一体
型だけであったのが、最後のところでは顧客体験
型金融機関ということで、単に自分の金融機関の
商品だけではなくて、ほかの金融商品の商品、そ
れから、ほかのサービスも提供しなければいけな
くなる．こういった競争が金融サービスの中で起
こってきていますけれども、その中、対面でやっ
ていたものが常にモバイル化されるということが
これからのフィンテック、一般にフィンテックと
言われていると思います．日本での流れだと思い
ます．コンテンツ業界の過去10年間で、多くの
人たちがあれだけ本を買いに行って、レコードを
買いに行って、CDを借りていたのが、もう携帯
一本で事が足りているという事実を考えると、こ
れからの金融サービスもかなりそちらのほうに流
れて行かざるを得ない、というように思います．
少し長くなりましたけども、どうもありがとうご
ざいました．
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